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１．労働災害の現状
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（一社）全国建設業労災互助 （https://rousaigojyokai.or.jp/?page_id=165）より
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労働災害の発生状況
死亡災害

◆死亡災害は、全体の約３分の１が建設業で発生している。
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建設機械施工における死亡災害
死亡災害の多い機種

◆ 労働安全衛生法施行令の別表第七に記載されている建設機械のうち、死亡災害の

多い機種は、「ドラグ・ショベル」と「ローラー」

出典：

吉川直孝、伊藤和也、堀智仁、清水尚憲、濱島京子、梅崎重夫、豊澤康男：ドラグ・ショベルに係る死亡災
害の詳細分析と再発防止対策の検討_土木学会論文集F6（安全問題）Vol.70、No.2、I_107-I_114、2014

建設機械等による死亡災害の機種ごとの割合
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労働安全衛生法施行令・別表第七に記載されている建設機械は以下の通り。

【補足】 労働安全衛生法施行令・別表第七記載内容
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建設機械施工における死亡災害
ドラグ・ショベル、ローラに関わる死亡災害の事故型

◆「はさまれ・巻き込まれ」「激突され」など、人と機械の間で生じる事故
が多くなっている。

ローラにおける死傷災害の事故型（％）ドラグ・ショベルにおける死亡災害の事故型（件）

はさまれ・

巻き込ま

れ
54%

激突

3%

激突され

26%

墜落・転

落

13%

転倒

4%

はさまれ・巻き込まれ 激突 激突され 墜落・転落 転倒
出典：

吉川直孝、伊藤和也、堀智仁、清水尚憲、濱島京子、梅崎重夫、豊澤康男：ド
ラグ・ショベルに係る死亡災害の詳細分析と再発防止対策の検討_土木学会論
文集F6（安全問題）Vol.70、No.2、I_107-I_114、2014

厚生労働省が取りまとめている労働災害統計の平成21年から平成30
年までのローラにおける死傷災害の事故型を集計

事故型 説明 起因物の特徴

はさまれ・巻
き込まれ

物にはさまれる状態および巻き込まれる状態でつぶされ、ねじられる等をいう。プレスの金型、鍛造
機のハンマ等による挫滅創等はここに分類する。ひかれる場合を含む。交通事故は除く。

機械と人で生じることが多い
（例：機械走行中にひかれる）

激突され 飛来落下、崩壊、倒壊を除き、物が主体となって人にあたった場合をいう。つり荷、動いている機械
の部分などがあたった場合を含む。交通事故は除く。

機械と人で生じることが多い
（例：旋回中のバケットにあたる）

墜落・転落 人が樹木、建築物、足場、機械、乗物、はしご、階段、斜面等から落ちることをいう。乗っていた場所
がくずれ、動揺して墜落した場合、砂ビン等による蟻地獄の場合を含む。車両系機械などとともに
転落した場合を含む。交通事故は除く。感電して墜落した場合には感電に分類する。

人の不注意や環境整備不足により生じることが
多い（例：段差付近に手すりや三角コーンを設置
していなかった）
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２．建設機械施工における安全対策



厚生労働省 職場のあんぜんサイト（ https://anzeninfo.mhlw.go.jp/yougo/yougo90_1.html ）より
8

労働災害発生の原因
不安全行動・不安全状態

◆労働災害発生原因の多くは、労働者の不安全行動。

【労働者の不安全行動】
[1]防護・安全装置を無効にする

[2]安全措置の不履行

[3]不安全な状態を放置

[4]危険な状態を作る

[5]機械・装置等の指定外の使用

[6]運転中の機械・装置等の掃除、注油、修理、点検等

[7]保護具、服装の欠陥

[8]危険場所への接近

[9]その他の不安全な行為

[10]運転の失敗（乗物）

[11]誤った動作

[12]その他

【機械や物の不安全状態】
[1]物自体の欠陥

[2]防護措置・安全装置の欠陥

[3]物の置き方、作業場所の欠陥

[4]保護具・服装等の欠陥

[5]作業環境の欠陥

[6]部外的・自然的不安全な状態

[7]作業方法の欠陥

[8]その他

厚生労働省による「労働災害原因要素の分析（平成22年）」によると、
①不安全な行動及び不安全な状態に起因する労働災害：94.7%
②不安全な行動のみに起因する労働災害：1.7%
③不安全な状態のみに起因する労働災害：2.9%
④不安全な行動もなく、不安全な状態でもなかった労働災害：0.6%
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建設機械施工の
安全対策

人
運転者・周辺作業員・
監督者の意識向上

環境
現場環境の整備
危険の防止

機械
建設機械の

安全性向上技術

＜例＞
• 施工計画
• 人・機械の作業場所・時間の分離
• 危険な作業箇所への侵入禁止

＜例＞
• KY活動
• 安全教育
• 資格制度

＜例＞
機械本体の安全性

シートベルト・運転席へのアクセス・転倒時
保護構造（ROPS）等・故障の検知

＜例＞
機械作業に伴う事故予防・軽減
危険エリアの検知・停止・回避
周辺作業員（機械）の検知・停止・回避

衝突リスク低減技術

既存の技術基準・
指針に沿って実施

既存の技術基準・
指針に沿って実施

既存の技術基準・指針に沿って実施

技術開発が進んでいる
（自動車産業などが先行）

建設機械施工の安全対策
労働災害発生要因は一つではない

関係する法令・安全基準等を遵守法令・指針類の熟知・遵守

車体周囲認識、周囲への注意喚起、衝突危険回避

◆ 「人・機械・環境」といった多方面から複合的に取組むことが必要
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建設機械作業に伴う事故対策
衝突リスク低減を目的とした技術の活用

RFID（ＩＣタグ等）を用いる技術 カメラやレーザー等を用いる技術

• 検知対象にタグを取付ける。

• 建設機械に取付けたリーダによりタグを読み取る
ことで、対象物体を検知する。

• タグの電池が切れていると、検知できない。

• カメラやレーザーにより、物体までの距離や形状を
測定あるいは認識し、システム内の物体条件に合
致するものを検知対象と判別する。

• カメラやレーザーが写らない・届かない箇所は検知
できない。

◆既存技術の大分類

◆ 運転員や周辺作業員へ回避行動を促すための「警告機能」は、大多数の技術が備えている。

◆ 建設機械の「動作に介入する機能（停止・減速）」を持つ技術が、増えてきている。

◆ 検知した物体のうち「人だけを識別する機能」をを持つ技術はまだ数が少ない。

◆ 技術の搭載種別は、建機メーカーが製造過程から組込んでいる「内蔵型（メーカーオプション）」、
比較的どの建機にも取り付けられる「後付け型」の２種類がある。
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建設機械作業に伴う事故対策
新技術情報

◆ このような技術は多く開発されており、国土交通省の新技術情報提供システム
（NETIS）に多くの技術が登録されてきている。

国土交通省 新技術情報提供システム（https://www.netis.mlit.go.jp/netis/） より

新技術概要
説明情報例
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【補足】 新技術情報提供システム（NETIS）とは

国土交通省 新技術情報提供システム（https://www.netis.mlit.go.jp/netis/） より

NETISとは
国土交通省は、新技術の活用のため、新技術に関わる情報の共有及び提供を目的として、新技術
情報提供システム（New Technology Information System:NETIS）を整備しました。NETISは、国土交
通省のイントラネット及びインターネットで運用されるデータベースシステムです。

（国土交通省 新技術情報提供システム（https://www.netis.mlit.go.jp/netis/） 記載文より引用）

新技術概要
説明情報例
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【補足】 新技術情報提供システム（NETIS）とは

国土交通省 新技術情報提供システム（https://www.netis.mlit.go.jp/netis/） より

例） 建設機械の安全に
係る技術を検索したい

キーワードが該当する
技術が表示される。

工事の種類などで絞り
込みも可能
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国土交通省 「公共工事等における新技術活用システム」実施要領（平成18年7月） より

新技術の活用は、

「試行申請型」

「発注者指定型」

「施工者選定型」

「フィールド提供型」

「テーマ設定型（技術公募）」

の５つの型を基本として実施する。

建設機械作業に伴う事故対策
テーマ設定型の実施

国土交通省はこのうち、「テーマ設定型（技術

公募）」において、

「建設機械の安全装置に関する技
術」というテーマを設定し、事故予防のための
新技術選定・活用を目的とした取組みを行った。
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【補足】 テーマ設定型とは

国土交通省 新技術情報提供システム（https://www.netis.mlit.go.jp/netis/） より

テーマ設定型（技術公募）は、直轄工事等における現場ニーズ・行政ニーズ等により、求める技術

募集テーマ等を設定し、評価指標、要求水準、及び試験法等（以下「リクワイヤメント等」という。）を

明確にした上で、技術を開発した民間事業者等（以下「技術開発者」という。）から技術を募集し、同

一条件下の現場実証等を経て、個々の技術の特徴を明確にした資料（以下「技術比較表」という。）

を作成し、工事等の発注に当たって発注者が新技術を指定することにより活用を促進する取組みを

いう。

（ 「公共工事等における新技術活用システム」実施要領（平成18年7月） より引用）
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【補足】 テーマ設定型の実施

テーマ設定型は、整備局等が実施する。

なお、システム検討会議での審議を経て公募・選定された第三者機関等については、本省及び整

備局等と連携し、テーマ設定型（技術公募）を実施できるものとする。

（ 「公共工事等における新技術活用システム」実施要領（平成18年7月） より引用）

技術テーマ「建設機械の安全装置に関する技術」の実施については、JCMA（日本建設機械施工

協会）が第三者機関等として平成 30 年 6 月末に選定された。

国土交通省大臣官房技術調査課

平成30年6月29日報道発表
民間企業等の有用な新技術を公共事業に活用
促進～「テーマ設定型」第三者機関等とＮＥＴＩＳ
登録申請支援団体を決定～
（https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_h
h_000496.html） より
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【補足】 テーマ設定型の実施

国土交通省大臣官房技術調査課

平成30年6月29日報道発表
民間企業等の有用な新技術を公共事業に活用促進～「テーマ設定型」第三者機関等とＮＥＴＩＳ登録申請支援団体を決定～
（https://www.mlit.go.jp/report/press/kanbo08_hh_000496.html） より



３．建設機械の安全装置に関する技術動向
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「テーマ設定型（技術公募）」より
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【補足】再掲載 テーマ設定型とは

国土交通省 新技術情報提供システム（https://www.netis.mlit.go.jp/netis/） より

テーマ設定型（技術公募）は、直轄工事等における現場ニーズ・行政ニーズ等により、求める技術

募集テーマ等を設定し、評価指標、要求水準、及び試験法等（以下「リクワイヤメント等」という。）
を明確にした上で、技術を開発した民間事業者等（以下「技術開発者」という。）から技術を募集し、

同一条件下の現場実証等を経て、個々の技術の特徴を明確にした資料（以下「技術比較表」と
いう。）を作成し、工事等の発注に当たって発注者が新技術を指定することにより活用を促進する取

組みをいう。

（ 「公共工事等における新技術活用システム」実施要領（平成18年7月） より引用）
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リクワイヤメントについて
要求条件①：対象機械

◆ 死亡災害の多い「ドラグ・ショベル」と「ローラー」を対象機械に設定

出典：

吉川直孝、伊藤和也、堀智仁、清水尚憲、濱島京子、梅崎重夫、豊澤康男：ドラグ・ショベルに係る死亡災
害の詳細分析と再発防止対策の検討_土木学会論文集F6（安全問題）Vol.70、No.2、I_107-I_114、2014

建設機械等による死亡災害の機種ごとの割合

※ドラグ・ショベル（バケット容量山積0.8m3（平積0.6m3）級）、※ローラ（タイヤローラ 運転質量8～20t級）
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リクワイヤメントについて
要求条件②：基本機能

要求する基本機能
建設機械作業開始時、あるいは、建設機械作業再開時において、人／物と建設機械の衝突危険性がある場合、静止
している人／物（試験では人形体／非人形体を検知し、警告または建設機械の操縦装置の操作に係る（操縦装置を
操作しても動き出さないこと）機能を提供できる技術として、下記の４つ基本機能のいずれかに該当すること。
【基本機能】
①物体検知＋警告機能
②物体検知＋人の識別＋警告機能
③物体検知＋警告機能＋衝突リスク低減機能
④物体検知＋人の識別＋警告機能＋衝突リスク低減機能

①物体検知＋警告機能
人／物と機械との衝突危険性がある場合に、静止している人／物（試験では人形体）を検知し、運転員に警告（視覚的及び聴
覚的な信号により注意を促す）する機能

②物体検知＋人の識別＋警告機能
人／物と機械との衝突危険性がある場合に、静止している人／物（試験では人形体／非人形体）を検知し、人を識別した場合
に、運転員に警告（視覚的及び聴覚的な信号により注意を促す）する機能

③物体検知＋警告機能＋衝突リスク低減機能
人／物と機械との衝突危険性がある場合に、静止している人／物（試験では人形体）を検知し、運転員に警告（視覚的及び聴
覚的な信号により注意を促す）する機能、及び、衝突のリスクを低減させるため、運転員が操縦装置を操作した場合でも、建
設機械が始動しない機能

④物体検知＋人の識別＋警告機能＋衝突リスク低減機能
人／物と機械との衝突危険性がある場合に、静止している人／物（試験では人形体／非人形体）を検知し、人を識別した場合
に、運転員に警告（視覚的及び聴覚的な信号により注意を促す）するに機能、及び、衝突のリスクを低減させるため、運転員
が操縦装置を操作した場合でも、建設機械が始動しない機能

◆ 既存技術の開発状況に合わせ４つの基本機能を設定
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リクワイヤメントについて
要求条件②：基本機能

～物体検知～

検知する物体の条件
⚫ 直立姿勢を想定した、高さ1730±50mmの人（人形体）

⚫ 屈み姿勢を想定した、高さ900±50mmの人（人形体）

※人形体 ⇒ 試験ではウレタン素材のマネキンを使用

直立姿勢の人形体
（直立マネキン）

屈み姿勢の人形体
（屈みマネキン）

※現場作業を想定し、作業着、ヘルメット、反射ベスト
を着用させた状態のものとした
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リクワイヤメントについて
要求条件②：基本機能

～人の識別（直立マネキンと円柱体の識別）～

識別に利用する
物体の条件

⚫ 直立姿勢を想定した人形体と同等寸法の
非人形体（円柱体）

※試験では直径450㎜、高さ1730㎜の発泡スチロール素材の円柱体を使用

非人形体
（円柱体）

直立姿勢の人形体
（直立マネキン）

この識別が
可能であること
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リクワイヤメントについて
要求条件②：基本機能

～警告機能～

警告機能 ⚫ 視覚的及び聴覚的な信号により注意を促す機能

検知範囲

回転灯
運転席モニタへの

表示

例）

ピピピ！！（アラーム音）
人がいます！！（音声）等

危険回避行動を促す
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リクワイヤメントについて
要求条件②：基本機能
～衝突リスク低減機能～

衝突リスク低減機能 ⚫ 運転員が操縦装置を操作した場合でも、建設機械

が始動しない機能

検知範囲

STOP STOP

STOP

例）油圧ロック

危険回避行動を機械側で制御支援する
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リクワイヤメントについて
要求条件③：ユースケース

• 建設機械の作業状態には、停止中・稼働中がある。

• 稼働中は各種機械によって作業形態が異なる（例：ドラグ・ショベルは前後進に加え旋回作業がある）

建設機械施工の作業について

◆ 建設機械の稼働中は建設機械の動き、人の動き、両者の位置関係、両者の動作ス

ピードなど、条件が非常に複雑化する。

◆ 「ISO/AWi 21815 土工機械-衝突認知及び回避」において、機械毎の動きとリスクレ

ベルの設定・リスクに対する動作の定義（必須・オプション）が検討中。

建設機械：停止状態
検知物体：停止状態

ユースケース：建設機械作業開始時、建設機械作業再開時

ISO化の動向を見つつ、阻害要因とな

らない範囲で、本テーマにおけるリク
ワイヤメントを設定する必要がある
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リクワイヤメントについて
要求条件：リスクアセスメント及び残留リスク情報の提示

• この検討は、技術の性能を評価するのではなく、ある条件で活用できる技術に関し

ての情報提供。

• この情報をもって、安全になると保証するものではない。

• 掲載する技術に関わらず、同様の技術はあくまでリスク低減を支援するものであ
るという認識を持つ必要がある。

リスクアセスメントの情報

残留リスクの情報

・機械の制限に関する仕様の指定

・リスク低減を図る危険源と、技術適用
によるリスク低減の効果の説明

・技術を適用してもなお残留するリスクに
関しての情報提示
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リクワイヤメントについて
試験方法

NETISサイトにて試験方法を公表済み。

NETISサイト（https://www.netis.milt.go.jp/netis/pubtheme/themesettings）より

https://www.netis.milt.go.jp/netis/pubtheme/themesettings
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リクワイヤメント及び試験方法
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◆ ローラ（搭乗式）へ適用する５技術、ドラグ・ショベルに適用する１２技術、

全１７技術を選定された

注）技術名、NETIS番号は選定技術の公表当時（令和3年1月8日）のもの

技術公募・選定

（令和3年1月8日公表）

技術公募期間：令和２年１０月５日から令和２年１１月１２日



31

技術比較表



４．技術比較表の解説

32
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技術比較表の構成

◆応募技術概要

◆試験条件・内容・状況

◆試験結果

技術の概要、基本機能の詳細
（センサ種類・原理、警告手段、リスク低減手段、機能起動条件など）

技術の試験時の条件や状況に関する内容
（使用機械、被検体の条件、環境条件、写真など）

リクワイヤメントに応じた試験結果の整理

（基本機能確認結果、基本機能提供領域の図示・面積、リスクアセスメン
ト及び残留リスク情報の提示有無、コストなど）

建設機械の安全装置に関する技術
～『建設機械の物体検知及び衝突リスク低減に関する技術』～

技術比較表の構成
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技術比較表の内容
応募技術概要
～基本情報～

基本機能
（リクワイヤメントより）

物体検知＋警告機能＋衝突リスク低減機能
※ここに記載する内容は建設機械作業開始時※1、建設機械作業再開時※2の場合である

※走行時は対象外であるため、走行時の機能詳細については各社参考資料を参照あるいは問い合わせのこと

基本情報
技術名称 衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械

応募者 株式会社日立建機カミーノ

共同研究者 ―

NETIS番号／登録名 登録手続き中

技術を適用する機械 ローラ

上記以外に適用可能な
機械・機種・規格等

ZC220P-6型(型式YDN-TAC)新車オプション取付けのみ

技術の概要

・距離画像センサを用いて設定範囲内の対象物を検知
・警報を発し運転者と周囲作業者に対象物の存在を認識させ、衝突回避を促す
・回避が行われず、衝突のリスクが高まった場合は、機械を自動的に減速させる
この減速度が運転者に警報として伝わり衝突回避を促す

・最終的に自動で制動・停止を行い衝突を回避、もしくは衝突被害の軽減を図る

技術の概略図

要求基本機能のど
れに該当するのか応募技術の

基本的な情報の説明

どの機械に適用するのか

適用機械の型式、あるいは、上記以外で
の取り付け可能機械についての情報

技術の概要説明

技術の概略図
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技術比較表の内容
応募技術概要

～技術の起動条件等～

応募技術の起動

建設機械の起動と同時に、起動する。

応募技術の起動を確認する方法

建設機械の運転席に搭載する専用モニタに起動完了が通知される。
その通知により起動を確認。

応募技術の基本機能の提供を開始させるための条件

後方設置時は車両の前後進レバー操作を後進に操作すると基本機能の提供開始。
前方設置時は車両の前後進レバー操作を前進に操作すると基本機能の提供開始。
※応募技術が正常に起動している場合

技術の起動は
どのように行われるのか

技術が起動したことをどのように
確認できるのか

起動しているだけでは、基本機能の提供が始まら
ない場合もあるため、どのような条件で開始する
のかを提示

※「株式会社日立建機カミーノ応募技術：衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械」の場合
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技術比較表の内容
応募技術概要

～基本機能の使用条件～

※「株式会社日立建機カミーノ応募技術：衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械」の場合

基本機能
の

使用条件

物体検知機能（◆）

検知方法

センサ種類 原理

赤外線距離画像センサ 設定範囲へ赤外線を照射し、対象物からの反射をセンサで検知する。
照射から検知までの時間から対象物の距離を算出する。

検知領域

・検知距離 約5m程度（地上から0.6mは湯気等を考慮し除外）
・検知幅 約2.3m程度
※検知範囲は目安値。さまざまな状況により変化する。
【注意：センサの死角は検知できない】

物体条件

検知範囲内に存在する、概ね30cm四方の有効な赤外線の反射面積を有する物体。
なお、センサには画素が格子状に配置されており、赤外線の反射を検知した画素数が、ある一定数まとまった際
に物体として認識されるようになっている。
（センサの死角に位置するの物体は検知できない）

人の識別 ―

警告機能（●）

※本機能は◆を含む

手段・対象
手段 対象

運転席のモニタへの警告表示 運転員

目的 警告することで衝突回避行動を促す

検知領域

設定された検知範囲内のうち、建設機械の走行速度と物体との距離に応じて自動で変化する。
（建設機械と物体の両方がが止まっている場合もそれに応じて範囲が変化）

衝突リスク低減機能

※本機能は◆と●を含む

手段／対象

手段 対象

検知した物体をモニタ上で赤枠表示 運転員

音 運転員、周辺作業員

回転灯 運転員、周辺作業員

・パーキングブレーキを作動

※走行時の手段は参考資料を参照
建設機械

目的

運転員が操縦装置を操作をしても建設機械は始動しない（進行方向に物体検知をしている場合は操作レバーを進
行方向にいれても建設機械が始動しない）ことで、衝突リスクを低減する。
※遠距離検知であれば停止後に再発進（始動）可能、中距離では低速発進、近距離では発進できない。

検知領域
設定された検知範囲内のうち、建設機械の走行速度と物体との距離に応じて自動で変化する（建設機械と物体の
両方がが止まっている場合もそれに応じて範囲が変化）

基本機能ごとの
詳細条件を整理
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技術比較表の内容
試験条件・内容・状況

～試験条件～

応
募
技
術

技術名称 衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械

応募者 株式会社日立建機カミーノ

共同研究者 ―

NETIS番号／登録名 登録手続き中

試
験
条
件

使用機械

機種／型式 タイヤローラ ／ ZC220P-6

諸元（クラス） 10ｔ級

機械製造メーカー 日立建機株式会社

被験体
（人形
体）

反射ベスト 黄

作業着 アースグレー

ヘルメット 黄

付加が必要な条件 なし

環境条件

開始① 終了① 開始② 終了②

試験日
2021年1月28

日
2021年1月28

日
2021年1月29

日
2021年1月29

日

時刻 16:06 16:48 9:05 11:47

天候 くもり くもり 雪 雪

気温 4.6℃ 2.9℃ 6.8℃ 2.5℃

湿度 48.1% 46.5% 48.9% 71.2%

風向 なし なし なし なし

風速 0.0m/s 0.0m/s 0.0m/s 0.0m/s

照度 171.7Lux 90.8Lux 855.0Lux 728.3Lux

その他 補足内容等

・車速に応じて基本機能の範囲は変化する。
・屋根付き試験場での実施

試験に使用した機械の情報

※「株式会社日立建機カミーノ応募技術：衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械」の場合

試験に使用した被検体（人形体：マネキン）
の情報

どのような環境で試験を行ったのか



38

技術比較表の内容
試験条件・内容・状況

～試験条件～

試験によって確認した基本機能

※「株式会社日立建機カミーノ応募技術：衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械」の場合

試験実施状況の写真

現
場
実
証

実証する基本機能
・物体検知+警告機能
・物体検知+警告機能+衝突リスク低減機能

試験方法
「建設機械の安全装置に関する技術」

～「 建設機械の物体検知及び衝突リスク低減に関する技術 」～
試験方法及び評価方法

基本機能の確認方法
応募技術の基本機能の提供を開始させるための条件を実行し（応
募技術概要参照）、基本機能が提供されることを確認した

試験状況

使用機械

地表面グリッド線

基本機能の確認

試験方法

どのような確認を実施したのか
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技術比較表の内容
試験結果

～基本機能確認結果～

応募技術の基本機能に対する評価結果

（斜線は評価対象外の基本機能）

①物体検知＋警告機能 ☆

②物体検知＋人の識別＋警告機能

③物体検知＋警告機能＋衝突リスク低減機能 ☆☆

④物体検知＋人の識別＋警告機能＋衝突リスク低減機能

※「株式会社日立建機カミーノ応募技術：衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械」の場合

【補足】
① ☆の数は、本テーマで要求した基本機能の数に応じて表記している。

例） ・物体検知＋警告機能の場合は☆
・物体検知＋警告機能＋衝突リスク低減機能の場合は☆☆

②＋表記については、人の識別機能を有する技術であることを表示

例） ・物体検知＋警告機能で、人の識別機能を有する技術の場合☆＋

・物体検知＋警告機能＋衝突リスク低減機能で、人の識別機能を有する技術の場合は☆☆＋

基本機能確認結果
この技術の場合、①と③の基本機能を持っており、その提供について
試験で確認を行った。したがって、リクワイヤメントに記載した通り、☆

で表現した結果を提示している。
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検知面積

直立姿勢
検知面積

検知面積図

検知面積
建設機械 前方 ■：3.0m² ■：19.25m²

建設機械 後方 ■：3.0m² ■：13.0m²

屈み姿勢
検知面積

検知面積図

検知面積
建設機械 前方 ■：1.5m² ■：19.25m²

建設機械 後方 ■：1.5m² ■：13.5m²

直立かつ
屈み姿勢
検知面積

検知面積図

検知面積
建設機械 前方 ■：1.5m² ■：19.25m²

建設機械 後方 ■：1.5m² ■：13.0m²

技術比較表の内容
試験結果

～基本機能の提供確認試験結果～

直立姿勢の人形体（直立マネキン）で
基本機能の提供が確認できた領域を、

機能ごとに色分けで整理。

屈み姿勢の人形体（屈みマネキン）で
基本機能の提供が確認できた領域を、

機能ごとに色分けで整理。

両方の姿勢で基本機能が提供できて
いる領域を、機能ごとに色分けで整理。

※「株式会社日立建機カ
ミーノ応募技術：衝突被
害軽減アシスト装置搭載
の締固機械」の場合
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技術比較表の内容
試験結果

～基本機能の提供確認試験結果～

人の識別率（％） －

リスクアセスメント結果
及び残留リスク情報

提示あり（参考資料を参照）

初期投資及びメンテナンスの
概略費用
（１０t級ローラの場合）

※参考費用
（令和３年２月 調査時点）

該当技術を販売
（機械本体の販売費

含まず）
－

機械製造業者が製造
段階で搭載する場合

本体込みの価格として
・（後方のみ取付け）14,760,000円
・（前後に取付け） 15,560,000円

該当技術を
レンタル等

（機械本体のレンタ
ル費含まず）

－

【該当技術本体費】
センサ、制御盤など
【取付け調整費】
材料費、ブラケット加工、諸経費、人件費など

ここでは、提示のあり・なしで表記。

提示ありの技術については、各社の参
考資料に詳細が公表されている。

※「株式会社日立建機カミーノ応募技術：衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械」の場合
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技術比較表の内容
参考資料

※「株式会社日立建機カミーノ応募技術：衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械」の場合
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技術比較表の内容
参考資料

～リスクアセスメント結果及び残留リスク情報～

※「株式会社日立建機カミーノ応募技術：衝突被害軽減アシスト装置搭載の締固機械」の場合
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技術比較表の内容
活用にあたって

技術比較表の公表目的

⚫ 建設機械施工における安全対策のうち、建設機械と人/物との衝突リスク低減
技術に関してどのようなものがあるか提示する。

⚫ ＮＥＴＩＳ登録情報だけでは各社バラツキが生じている情報もあるため、同じ評
価項目・方法で評価・試験の結果を比較表として整理することで、現場ニー
ズに適応した技術の選定をし易くするため。

技術比較表活用における留意点

今回公表する技術比較表の試験結果は、あくまで試験時の条件におけるもの

であり、実現場においては建設機械の種類や規格・取付け位置・取付け方法、環境

状況（逆光・悪天候など）、によって変化する。

技術比較表の利用者にあたっては、技術比較表の結果をそのまま用いるのではなく、

参考情報として扱い、現場の条件や目的に応じて適切に選択し安全管理を行って

いくことが重要である。
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５．さいごに
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安全対策に終わりはないという認識
絶対安全は存在しない

人はミスをする

機械は故障する

安全支援装備類が故障していたら？
ストーブを消し忘れたら？
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安全対策に終わりはないという認識
絶対安全は存在しない

１件の重大な事故

２９件の軽微な事故

３００件のヒヤリ・ハット

ハインリッヒの法則

ヒヤリ・ハットを見逃さない
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安全対策に終わりはないという認識
絶対安全は存在しない

建設現場は様々な環境・条件がある。人と機械が混在しなければ作業が進まない。

近年はＩＣＴ建機や無人化施工により、機械周辺への人の立入りが少ない・立入り
がない施工方法も少しずつ普及してきている。

人と機械を切り離すことで、人と機械の間で生じる事故は減る。

一方で、モニターを注視している間に機械が転倒したり、予期せぬ制御作動による
事故など、新たなリスクが生まれる。
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安全対策に終わりはないという認識
絶対安全は存在しない

絶対安全は存在しない

普段からリスクを認識し行動すること

安全対策の第一歩


